
≪進行を遅らせるための支援
≫

○介護予防・フレイル予防の推進

●認知症とともに暮らす地域あん
しん事業 (400百万円)

・認知症検診を推進し、早期診断・
対応を推進

・初期段階の認知症の本人を支え
る 体制づくりを支援（包括補助事
業）

・介護サービス事業所に日本版
BPSDケアプログラムを普及（一部、
包括補助事業）

≪研究≫

○AI等を活用した認知症研究事
業(541百万円)

●認知症高齢者東京アプローチ
社会実装事業(121百万円)

令和５年度における東京都の認知症施策

〇認知症施策推進事業(7百万円)
東京都認知症施策推進会議で中・長期的な認知症施策を検討するとともに、認知症の理解促進に向けた取組を展開

〇区市町村における認知症普及啓発の取組を支援 (包括補助事業)

○認知症疾患医療センター運営事
業(759百万円)
専門医療相談、専門医療の提供､
地域連携の推進､人材育成、家族
介護者支援等を実施

○認知症疾患医療センター未設置
地域の医療従事者等への相談支
援の実施
（認知症支援推進センターで実施）

○認知症支援コーディネーターを配
置する区市町村を支援（包括補助
事業）

○認知症支援推進センター運営事業
(71百万円)

認知症サポート医等の医療専門職
向けの研修や区市町村への支援等
を実施

○かかりつけ医､一般の看護師、地
域の医療・介護従事者向けの研修
等を実施
（認知症疾患医療センター運営事業）

●歯科医師･薬剤師･看護職員認知
症対応力向上研修事業(26百万円)

●認知症介護研修事業(140百万円)

介護従事者や地域密着型サービス
事業所の管理者等に認知症介護に
関する研修を実施

〇認知症初期集中支援チーム員、
認知症地域支援推進員研修の
実施(16百万円）

○認知症サポーターの養成促進

区市町村・企業における養成への支援、
都職員向け養成講座等

○認知症サポーター活動促進事業(5百
万円)

認知症サポーターを活用した支援の仕
組みづくりを担う人材を育成

○若年性認知症総合支援センター運営
事業(53百万円、 2か所)

若年性認知症支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置
したワンストップ相談窓口

○若年性認知症支援事業(3百万円)
企業向け研修会、介護・障害事業所等
向け研修会を開催

○区市町村における認知症の人と家族
を支えるネットワーク構築、家族介護
者支援等の取組を支援 (包括補助事業）

○行方不明者等支援のための情報共
有サイトの運営

●認知症高齢者グループホームの整備
促進(1,628百万円)

○高齢者権利擁護の推進(64百万円)

〇成年後見制度の利用促進

１ 認知症の容態に応じた
適時・適切な支援の提供

３ 認知症の人と家族を支える
地域づくり

２ 認知症の人と家族を
支える人材の育成

認知症施策の
総合的な推進

予 防共 生

●：見直し・拡充事業

■認知症に向き合い、「共生」と「予防」両面の対策を進める 【2030年に向けた戦略４_長寿（Chōju）社会実現戦略】
・家族も含め、尊厳と希望を持ちながら、認知症と共生していくことができる環境を整えるとともに、認知症予防に向けた研究を強力に推進する。

都における施策の方向性＜「未来の東京」戦略（令和３年３月）＞

類型 指定数

地域拠点型 12か所

地域連携型 40か所

令和５年度における認知症施策＜令和５年度予算額：４０億円＞



○ 「認知症施策総合戦略（新オレンジプラン）」で規定された『看護職員認知症対応力向上研修』（１８時間）を、『東京都看護師認知症対応力向上研修』ではⅠ型研修（基礎
知識編）、Ⅱ型研修（対応力向上編）、Ⅲ型研修（マネジメント編）に分割して実施。

○ Ⅰ型研修は、病院勤務の一般看護師等、Ⅱ型研修は指導的役割の看護師、Ⅲ型研修は管理監督的立場の看護師を対象とし、Ⅰ型研修から順次ステップアップして受講するも
のとする。

○ Ⅲ型研修までの受講により、自施設における看護職員への研修（認知症ケアの基本知識等）を企画・実施できるようにする （指導者養成研修としての位置づけ）。

医療機関に勤務する看護師

病院及び有床診療所に
勤務する

指導的役割の看護師
（病棟のリーダー等）

管理監督
的立場の
看護師

東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅲ 【マネジメント編】 （28年度～）
＜目的＞病院等の管理監督的立場にある看護師に対し、認知症に係るマネジメント等に係る

研修を実施することにより、病院等の認知症対応力の向上を図る。
＜内容＞マネジメント（環境設定・情報管理等）の実践的な対応方法・教育技法 等
＜時間＞７時間 （講義３時間、演習４時間）
＜実施方法＞東京都の主催で実施

東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅰ 【基礎知識編】 （24年度～）
＜目的＞医療機関（診療所を含む）に勤務する看護師に対し、認知症に係

る研修を実施することにより、退院後の生活等も踏まえた適切な
対応を行えるようにする。

＜内容＞認知症及び認知症ケアに関する基礎知識、多職種協働等
＜時間＞４．５時間 （講義３時間、演習１．５時間）
＜実施方法＞地域拠点型認知症疾患医療センター（12か所）に委託して実施

東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅱ 【対応力向上編】 （28年度～）
＜目的＞病院及び有床診療所に勤務する指導的役割にある看護師の認知症への対応力

を向上させることにより、病院等における認知症の患者に対する適切なケア
を確保する。

＜内容＞認知症への対応力向上（アセスメント、看護方法、院内外連携 等）
＜時間＞６．５時間 （講義３時間、演習３．５時間）
＜実施方法＞東京都健康長寿医療センターに委託して実施

東京都看護師認知症対応力向上研修
Ⅰと併せて修了することで、認知症
ケア加算２及び３の要件（主な施設
基準の病棟職員の研修）を満たす

修了者

修了者

国の「病院勤務の医療従事者向け
認知症対応力向上研修」修了

研修対象者 東京都の看護師研修の概要 研修修了者の位置づけ

国の「看護職員認知症対応力向上
研修」（新オレンジプラン事業）修
了
→ 各医療機関において自施設におけ
る看護職員への研修を実施（指導
者）

東京都看護師認知症対応力向上研修の体系

歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業

病院勤務以外の看護師等向け認知症対応力向上研修の実施について

■ 東京都における看護師向けの認知症対応力向上研修について



歯科医師・薬剤師・看護職員認知症対応力向上研修事業

病院勤務以外の看護師等向け認知症対応力向上研修の実施について

高齢者と日ごろから接することが多い、病院勤務以外（診療所

や訪問看護ステーション等）の看護師等の医療従事者に対し、認

知症の人や家族を支えるために必要な基本知識や認知症ケアの原

則、医療と介護の連携の重要性等の知識について修得するための

研修を実施することにより、認知症の疑いのある人に早期に気づ

き、地域における認知症の人への支援体制の構築の担い手となる

ことを目的とする。

１ 目 的

２ 研修内容

（１）実施開始年度
令和５年度

（２）研修対象者
診療所、訪問看護ステーション、介護事業所、
地域包括支援センターや行政等に勤務する看護師等

（３）実施方法
公益社団法人東京都看護協会へ委託（予定）

（４）想定される研修講師
学識経験者、訪問看護師、認知症看護認定看護師、
認知症サポート医

（５）開催規模
・講義＋演習（グループワーク）５コマ（240分）
・ライブ＋集合形式
・受講者数 180人 ※令和５年度は年１回

令和６年度以降は年２回実施

３ 標準的なカリキュラム ※国が示す標準的なカリキュラムを参考とし、東
京都独自の要素・内容を加えるほか、演習（グ
ループワーク）を実施する予定。（１）基本的知識（20分）

（２）地域における実践（70分）

（３）社会資源等（10分）



○パンフレット及び認知症のチェックリスト等を活用
した認知症に関する正しい知識の普及啓発

○早期診断に向けた認知機能検査を推進

認知症とともに暮らす地域あんしん事業

認知症検診推進事業について

【補助率】10/10

【補助基準額】70歳代の人口規模に応じて4段階に設定
○ 普及啓発 1区市町村あたり110～900万円
○ 認知症検診 1区市町村あたり630～4,800万円

目的 令和元年度 令和2年度 令和3年度
令和４年度
(※1）

令和５年度
（予定）※2

検診実施 １か所 ５か所 14か所 22か所 27か所

普及啓発のみ
(次年度に検診実施)

ー ３か所 ２か所 ー ー

※1 第２次申請において交付決定した数
※2 令和４年度実施数に「認知症各種事業の実施予定状況調査」において令和５年度実施検討中と回答した区市町村を追加した数

実施区市町村名（22区市町村）

補助内容

１ 事業概要 ２ 補助実績

文京区、江東区、品川区、大田区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、荒川区、練馬区、

足立区、葛飾区、江戸川区、昭島市、調布市、小金井市、日野市、国立市、東大和市、

多摩市、西東京市、瑞穂町

３ 令和3年度の取組例

文京区

【対象年齢】55歳・60歳・65歳・70歳・75歳

【対象者数】11,148人

【実施期間】R3.9.8～R3.9.11（4日間）

【検診受診者数】442人

【検診受診後のフォロー体制】

 認知機能低下の疑いのある方や生活改善の必要

がある方を対象とし、生活習慣の見直しや行動

変容を促すプログラムを実施

 検診後、医療機関を受診した際、医師から認知

機能低下により生活上のサポートが必要と判断

された区民が必要なサービス等につながること

ができるように、訪問看護ステーションの看護

師による最長６か月間の伴走型支援を実施。

練馬区

【対象年齢】70歳・75歳

【対象者数】13,700人

【実施期間】R3.10.1～R4.2.28（5か月）

【検診受診者数】317人

【検診受診後のフォロー体制】

 検診実施機関が結果を記載した受診券を区が

回収し、全ての地域包括支援センターで共有

 認知機能低下の疑いありの方全員に対し、地

域包括支援センターが受診状況や困り事がな

いか等の聞き取りを行いならが、支援の継続

の必要性を判断

多摩市

【対象年齢】76歳

【対象者数】1,543人

【実施期間】R3.10.1～R4.3.31（6か月）

【検診受診者数】17人

【検診受診後のフォロー体制】

 認知機能低下の疑いがある・ないに関わらず

検診を受診した方（同意がある方）に対して

は、必ず地域包括支援センターが連絡

 認知機能低下がみられた方は、専門医受診を

勧奨し、結果を地域包括支援センターが確認。

必要に応じて、介護予防教室や地域の活動へ

の誘導や定期連絡受診・内服が継続されてい

るか等の確認を実施



5

事業概要

採択年度：令和元年度（有識者等による審査と都民投票の結果を踏まえ採択）
実施大学：国立大学法人 電気通信大学
実施期間：令和２年度から令和４年度まで

大学研究者による事業提案制度の概要

【概要】① 「認知症高齢者支援AI／IoTシステム」のパイロット事業の実施
・AIとIoTを用いて、認知症のBPSDの発症を予測し、その方の状態に応じた適切なケアの方法を提案する「認知症高齢者支援AI／
IoTシステム」を大学が設計。

・大学と都が連携し、都内の介護施設等を対象に、「認知症高齢者支援AI／IoTシステム」のパイロット事業を実施し、評価する。

② 都全域で実施する「東京アプローチ」の提言
大学が、都全域で実施するためのシステム設計（例：家庭配布用の簡易IoTデバイス）、制度設計（例：介護保険を用いた機器
の貸し出し・補助）を行い、「東京アプローチ」としてまとめ、都に提言する。

【目的】AIとIoTを用いて認知症のBPSDの発症を予測し、予防支援策を導くことで、認知症高齢者のQOLの向上、家族・介護者の負担軽減を
図る。

認知症高齢者東京アプローチ社会実装事業
（AIとIoTにより認知症高齢者問題を多面的に解決する東京アプローチの確立）

「認知症高齢者支援AI/IoTシステム」の設計

パイロット事業の実施

1年
目
(R2)

2年
目
(R3)

3年
目
(R4)

易怒性がみられます。
Aさんはこの音楽を聴
くと落ち着く傾向にあ
ります。

３０分後に認知機
能の障害から家を
出て歩き回るので
注意しましょう。

令和５年１月時点：
有料老人H・GH計21施設305人パイロット事業の拡充

研究成果の公表 東京アプローチとして提言
学会の研究会で発表



認知症高齢者東京アプローチ社会実装事業

令和５年度 事業実施計画

【実施予定時期】7月～3月

【実施計画】システム設計及び稼働実績等を総合的に分析し評価

５ システム全体の評価

【実施予定時期】4月～3月

【実施計画】①簡易的IoTデバイスを運用
②全体システム、システム各部の改善と強化

２ システムの運用・改善

【実施予定時期】4月～3月

【実施計画】AIの精度向上のためR4のパイロット事業を継続し、引続きデー
タを収集（30施設500人規模を想定）

４ パイロット事業の継続

【実施予定時期】4月～3月

【実施計画】全体調整（定期連絡会の開催等を含む）

１ 全体調整

【実施予定時期】4月～3月

【実施計画】データの蓄積→ＡＩによる仮説生成→医療・介護専門家による分析→
新方式（予測AI・対処手法）導出→新方式による介護→データの蓄積、
というＰＤＣＡの循環に対し、出現頻度、質、有効性などを分析した
結果の評価と予測AI・対処手法導出の評価

３ AI分析、医療・介護専門分析及び予測AI導出の評価

【実施予定時期】4月～3月

【実施計画】将来的な社会実装に向けた具体的なサービス手法を検討し、学会の
大会で発表

６ 社会実装に向けた検討

【概要】令和２～４年度に大学提案事業として実施した「認知症高齢者支援AI／IoTシステム」のパイロット事業を継続して実施するとともに、
将来的な社会実装に向けた検討を行う。



・認知症の新規治療や創薬など、未来に向けた認知症研究の基盤を確立するため、東京都健康長寿医療センターが保有するビッグデータを、
認知症研究のプラットフォーム「TOKYO健康長寿DB」として構築する。
・次世代バイオバンクとゲノム解析の両機能を有し、大学や病院、企業等へ生体試料や遺伝子情報等のデータを提供する。

R2年度

DB設計

R3年度

施設内運

用

R4年度

モデル運用

R5年度

都内運

用

＜到達点（R6年度）＞
企業・研究機関が新たな治療・
予防薬の開発に活用

１ TOKYO健康長寿データベース

・ＡＩチャットボット（自動会話プログラム）を開発し、在宅の独居高齢者に展開、認知機能低下の気づきと予防を支援する。

２ ＡＩ認知症診断システム

３ ＡＩチャットボット

R2年度

ＡＩ開発基

盤

R3年度

脳疾患スク

リーニング診

断原型

R4年度

認知症鑑別診

断原型

R5年度

診断システ

ムの完成

＜到達点（R6年度）＞
市場への展開

・全国の複数の地域で行ってきたコホート研究（※）のデータを統合し活用することにより、生活習慣や病歴等が高齢者の認知機能の
変化に果たす役割を明確化し、予防的介入の確立・普及を図る。

４ 地域コホート研究データの統合及び活
用

R2年度

研究データの

統合

R3年度

研究データの

比較・分析

R4年度

認知症リスク

因子の分析・解

明

R5年度

認知症リス

クチャート

試行

＜到達点（R6年度）＞
ＡＩ診断、バイオマーカーの
診療現場における活用・普及

＜到達点（R6年度）＞
認知症リスクチャートの

完成・普及

ＡＩ等を活用した認知症研究事業（認知症未来社会創造センター） の進捗と事業計画

Ｒ５計画

Ｒ４進捗

・ＢＰＳＤ診断やケアに生かせるよう、ＡＩによる会話機能の完成を目指す。

・リスクチャートのプロトタイプを完成

・医療機関等で本格的に運用を開始。都内でより広域的な運用が可能となるよう、データベースの最適化を図る。
・データの蓄積を継続し、研究機関だけでなく、認知症の新薬開発が期待される製薬企業等にも提供を開始

・ＡＩを活用して医師の診断をサポートすることにより、MCIなど診断が難しい初期の段階であっても、見落としを防いで確実に診断を行い、
早期に認知症の種類に応じた適切な対応につなげる。
・新規のバイオマーカーを開発し、低侵襲・低コストでスクリーニングを実施（AI認知症診断システムの構築に関与）

・連携施設において認知症鑑別システムを検証。体液バイオマーカー候補の検証を継続
・バイオマーカー診断予測システムの構築に着手

概 要

R2年度

会話機能

システム構築

R3年度

機械学習・

臨床トライア

ル

R4年度

機械学習・

臨床トライアル

R5年度

AI会話機能

の完成

・一部の医療機関等で試験的に運用を開始。 ・国際標準に対応できるようデータベースを構築中
・データの蓄積を継続するとともに、提供可能な生体試料の品目（全血・血清など）の増加を図る。

・脳疾患診断システムを連携する施設にて、運用を検証。構築した認知症鑑別システムを院内にて検証中
・ＰＥＴを活用し、体液バイオマーカー候補を検証。体液検体を蓄積しつつ、体液バイオマーカー候補を継続して探索

・ＡＩチャットボットの音声認識の精度向上のため、機械学習を継続。臨床現場でのトライアルを実施し、課題を抽出

・認知機能の時系列の変化を抽出できる統合データと要介護・認知症の時系列の変化を抽出できる統合データの２つの大規模統合データを
用いて認知症リスクの要因を分析

令和５年度予算
540,500千円

※調査時点で、仮説として考えられる要因を持つ集団（曝露群）と持たない集団（非曝露群）
を追跡し、

両群の疾病の罹患率または死亡率を比較する方法

Ｒ５計画

Ｒ４進捗

概 要

Ｒ５計画

Ｒ４進捗

概 要

Ｒ５計画

Ｒ４進捗

概 要



2021年1月27日プレスリリースより抜
粋

2022年11月7日プレスリリースより抜
粋

「ＴＯＫＹＯ健康長寿ＤＢ」等を活用した事例

研究開始事例 研究成果例


